
 

特定非営利活動法人 School Voice Project 
 

経理規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条  本規程は、特定非営利活動法人 School Voice Project（以下、「法人」という。）の会計処

理に関する基準を定めたものであり、財務及び会計のすべての状況を迅速に把握し、法人

の健全かつ能率的な運営と活動の向上を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条  法人の会計に関する事項は、法令及び定款並びに本規程に定める場合のほか、NPO 法人会

計基準を適用する。 

 

（会計年度） 

第３条  会計年度は、定款に定める事業年度に従い、毎年４月１日から翌年３月３１日までとす

る。 

 

（会計の区分） 

第４条  法人の会計は、特定非営利活動促進法（以下、「法」という。）第５条第２項に基づき、

その他の事業に関する会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計と区分して行うも

のとする。 

 

（経理責任者） 

第５条  会計責任者は、会計担当理事とする。ただし、会計責任者に事故があるとき又は会計責任

者が欠けたときは、代表理事が会計責任者の職務代行者を指名することができる。 

 

（規程外事項） 

第６条 この規程に定めのない事項については、事務局長及び担当者、会計担当理事で協議し、代表

理事の決裁を得るものとする。 

 

（規程の改廃） 

第７条  この規程を改廃する場合には、事務局長の上申にもとづいて理事会の決裁を受けなければ

ならない。 

 

 

第２章 勘定科目及び帳簿組織 

 

（会計処理の原則） 

第８条  会計処理にあたっては、活動の状況、財政状態を明らかにするため、適時かつ正確に記録

した会計帳簿を作成しなければならない。 

   ２ 法人の財務諸表等は、法人の真実の実態を表示し、かつ明瞭に表示するものでなければな

らない。 

 



 

（勘定科目の設定） 

第９条 法人の会計においては、財務及び会計のすべての状況を正確かつ迅速に把握するため必要な

勘定科目を設ける。勘定科目の新設、改廃は会計責任者の承認を得なければならない。 

   ２ 各勘定科目の名称は、別に定める勘定科目表による｡ 

 

（会計帳簿） 

第１０条 会計帳簿は、以下に掲げるものとする。 

  （１）主要簿 

 ア 仕訳帳 イ 総勘定元帳 

  （２）補助簿 

 ア 現金出納帳 

 イ 預金出納帳 

 ウ 固定資産台帳 

 エ 寄付金帳簿 

 オ その他必要な勘定補助簿 

 

（会計伝票） 

第１１条 資産、負債及び正味財産の増減及び移動並びに収益費用の発生に関する事実について次に

挙げる会計伝票を作成し、これにより記帳整理する。 

  （１）入出金伝票 

  （２）振替伝票 

 

（証 憑） 

第１２条 証憑とは、会計伝票の正当性を立証する書類をいう。 

 

（帳簿の照合） 

第１３条 補助簿の金額は、毎月末日までに前月末日の総勘定元帳の金額と照合しなければならな

い。 

 

（帳簿の更新） 

第１４条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。 

 

（帳簿書類の保存期間） 

第１５条 会計関係書類の保存期間は、次のとおりとする。ただし、法令が定める期間がこれを越え

るものについては、その定めによる。 

  （１）財務諸表等（活動計算書を含む。）１０年 

  （２）会計帳簿及び会計伝票 １０年 

  （３）証憑書類 １０年 

  （４）その他の書類５年 

  ２ 前項の保存期間は､決算に関する総会終結の日の属する事業年度から起算するものとする。 

  ３ 帳簿等を焼却その他の廃棄処分に付する場合は、事前に会計責任者の指示又は承認によって

行う。 

 

 

 

 



 

第３章 金銭出納 

 

（金銭の範囲） 

第１６条 この規程で金銭とは、現金および預貯金をいい、現金とは通貨のほか、随時に通貨と引き

換えることができる小切手・証書などをいう。 

 

（出納責任者） 

第１７条 金銭の出納・保管については、出納責任者をおくものとする。 

  ２ 出納責任者は会計責任者が任命する。 

 

（支払手続） 

第１８条 金銭を支払う場合には、最終受取人からの請求書その他取引を証する書類に基づいて、会

計責任者の承認を得て行うものとする｡ 

  ２ 金銭の支払いについては、最終受取人の発行した領収証を受け取らなければならない｡ただ

し、所定の領収証を受け取ることができない場合は、別に定める支払証明書をもってこれ

に代えることができる。 

  ３ 銀行振込の方法により支払いを行う場合は、前項による領収証を受け取らないことができ

る。 

 

（小口現金） 

第１９条 会計責任者は、日々の現金による支払いに充てるため、小口現金を設けることができる｡ 

   ２ 小口現金の額は、通常の所要額を勘案して、必要最少額にとどめるものとする｡ 

 

（金銭の過不足） 

第２０条 金銭に過不足が生じたときは、出納責任者は遅滞なく会計責任者に報告し、その処置につ

いては、会計責任者の指示を受けなければならない｡ 

 

 

第４章 固定資産 

 

（固定資産の範囲） 

第２１条 固定資産とは、耐用年数１年以上で、かつ、取得価額１０万円以上の有形固定資産および

その他の資産とする。 

 

（取得価額） 

第２２条 固定資産の取得価額は次の各号による。 

   （１）購入に係るものは、その購入価格に付帯費用を加算した額 

   （２）贈与によるものは、そのときの適正な評価額 

 

（固定資産の購入） 

第２３条 固定資産の購入に際しては、代表理事他役員等決裁規程の規定に従い、理事会又は事務局

長の決裁を受けなければならない。ただし､１万円未満の備品等の購入については､担当業

務責任者に委任するものとする。 

 

 

 



 

（有形固定資産の改良と修繕） 

第２４条 有形固定資産の性能を向上させ、又は耐用年数を延長するために要した金額は、これをそ

の資産の価額に加算するものとする｡ 

   ２ 有形固定資産の原状に回復するために要した金額は修繕費とする｡ 

 

（固定資産の管理） 

第２５条 固定資産の管理責任者は、会計責任者が兼ねる。 

   ２ 固定資産の管理にあたっては、固定資産台帳を設けて、固定資産の保全状況及び移動につ

いて所要の記録をとり、固定資産を管理しなければならない｡ 

   ３ 有形固定資産に移動並びに毀損又は滅失があった場合、固定資産の管理責任者は、代表理

事及び事務局長に通知し帳簿の整備を行わなければならない｡ 

 

（登記および付保） 

第２６条 固定資産のうち、不動産登記を必要とする場合は登記し、損害のおそれのある固定資産

は、適正額の損害保険を付さなければならない。 

 

（減価償却） 

第２７条 有形固定資産のうち、土地および建設仮勘定を除き、毎会計年度、定率法（建物について

は定額法）により減価償却を実施するものとする。 

 

（物品の管理） 

第２８条 物品として管理しなければならない消耗品・図書などは、固定資産に準じて備品台帳を設

け、会計責任者が管理するものとする。 

 

 

第５章 予算 

 

（予算の目的） 

第２９条 予算は、事業計画案に基づき収益と費用に合理的な目標を設定し、事業の円滑な運営を図

ることを目的とする。 

 

（予算の承認） 

第３０条 予算は事業計画案に従って会計責任者が立案し、総会の決議を得なければならない。 

 

 

第６章 決算 

 

（決算の目的） 

第３１条 決算は、一定期間の会計記録を整理し、当該期間の収支を計算するとともに、その期末の

財政状態を明らかにすることを目的とする。 

 

（計算書類の作成） 

第３２条 会計責任者は、年度決算に必要な手続きを行い、確定した年度決算に基づき、次に掲げる

財務諸表等の案を作成し、毎事業年度の終了後、速やかに代表理事に報告しなければなら

ない。 

   （１）貸借対照表 



 

   （２）活動計算書 

   （３）財務諸表の注記 

   （４）財産目録 

 

（財務諸表等の確定） 

第３３条 代表理事は、前条に規定する財務諸表等を作成し、事業報告とともに監事の監査を受け

る。その後、監事の意見を添えて理事会へ提出し承認を受けた上で、総会へ提出する。総

会での承認を得て財務諸表等及び事業報告を確定する。 

 

 

付 則 

 

１ この規程は２０２３年１２月２４日から施行する。 


